
	 

	 

成果報酬は「いい制度」か？： 
オンラインアンケート調査を用いた社会経済的要因の検討 

Is achievement rewards "good system"? :  
Forcused on socio-economic factors 

 
後藤	 晶

1 

Akira GOTO 
 

1 山梨英和大学人間文化学部	  Yamanashi Eiwa College 
 

	 	 	 Abstract   Japanese working environment is changing. From the work environment, the payroll system is 
quite a big problem. In this study, we conducted the questionnaire survey focusing on subjective indicators. 
As a result, people prefer certain reward to reward changed with achievements. Also, the small variance of 
salary range is preferred to large in performance reward system, and the variance with the individual 
performance is preferred to with the company’s performance. Especially in this report, we make a report on 
results of analysis focusing on the socio-economic factors. 
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１．はじめに

1  
昨今の労働者を取り巻く環境は大きく変化しつつあ

る．その代表例として報酬体系の変化があげられる．	 

おおよそ，1990年代までの日本社会は年功序列に基

づいて，自身の業績に関わらずに一定の給与が担保さ

れ，年齢を重ねるにつれて給与が増加していく企業が

中心となっていた．しかし，昨今ではグローバル化の

流れの中で国内企業においても成果報酬に基づく給与

体系が導入されつつある．しかしながら，成果報酬制

度に対して，実際に労働者にとって望ましい制度であ

るのか，もしくは企業とって望ましい制度であるのか

否かについては問題点が存在する可能性がある．	 

成果報酬制度は一定報酬制度に比べて，労働意欲を

低下させる可能性がある．これは自己決定理論（例え

ばRyan(2000)などが指摘している）を踏まえると，成
果報酬によってアンダーマイニング効果を引き起こし，

労働意欲を低下させたり，倫理規範を順守しようとす

る意欲を低下させるモチベーションのクラウディング

アウト効果を引き起こす可能性がある(大洞, 2006)．	 
その成果報酬制度についても，個々人の業績によっ

て給与が増減する個人業績連動型が望ましいのか，そ

れとも企業全体の業績によって給与が増減する企業業

績連動型が望ましいのかは一つの課題である．企業業

績連動型では労働者個人が十分に大きな業績を上げた

としても，企業全体としての業績がよくなければ給与

が上昇しないことになる．したがって，労働者個人の

労働意欲を低下させる可能性がある．しかしながら，

労働者が十分な業績をあげられなかったとしても企業

全体として業績が良くなれば給与が上昇するために，

	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 
1	 本研究は後藤(2016a)を再分析した後藤(2016b)に基づ
いて，特に成果報酬および一定報酬条件に着目してよ

り詳細な分析を行ったものである．	 

個人としては公共財ゲームと同様にフリーライドする

インセンティブが存在していることになる．	 

さらに，成果報酬におけるもう一つの問題はどの程

度の金額が業績連動するかにある．アリエリーらが実

施したフィールド実験では様々なゲームを用いて，成

果報酬の金額が大きければ大きいほど，成果があがら

ないことを指摘しており(Ariely, 2009)，この点につい
ても課題がある．実際には国内の企業等で導入されて

いる給与の全額が完全に業績連動するわけではなく，

給与の一部が業績連動するものである．ここでは給与

の内の一定金額が業績連動するものとして検討を行う．	 

本研究では，給与と報酬制度に対して，望ましさと

いう主観的指標に着目して検討を行う．あわせて，ど

のような社会経済的要因が報酬制度の望ましさに対し

えて影響を与えているのかを検討する．これによって，

様々な報酬制度がどのように人々にとって望ましい報

酬制度であるかを整理し，あるべき制度について検討

するための材料となることを目的とする．	 

	 

２．調査概要  
(1) 調査対象  
	 本調査は 2015年 10月 16日〜10月 19日にかけて，
インターネット意識調査「政治山リサーチ」を用いて

実施された． 20歳以上の男女 2,211名に対して調査を
行った．なお，本調査に関連する結果は市ノ澤(2015)
において報告されている． 
 (2)  調査項目  
調査項目は以下の通りである．年収と報酬制度の関

係については年収「300 万円/600 万円」×給与が「一
定 /企業業績連動 /個人成果連動」×連動式の場合は
「変動が 100 万円/200 万円」という 2+2×2×2 の 10
項目について「1.働きたい〜5.働きたくない」の 5 点
尺度の質問を行った．いずれについても得点を逆転し



	 

	 

て分析を行っている．その他，基礎項目として，個人

年収，居住地域，未婚/既婚，子どもの有無，などの項
目を尋ねている． 
 (3)  分析方法  
分析には統計ソフト R を使い(R, 2016)，パッケー

ジ ordinal(Christensen, 2015)内の関数 clmm を利用して，
順序プロビット混合効果モデル(Ordered Probit Mixed 
Effects Model)として，もしくは関数 clmを利用して，
順序プロビットモデルとして分析する．これは同一参

加者から複数の回答を得ているために混合効果モデル

である必要があること，5 点尺度を用いており，分布
の正規性が担保されていないために順序プロビットモ

デルとして分析した．表の作成にはパッケージ xtable
内の関数 xtable(Dahl, 2014)およびパッケージ stargazer
内の関数 stargazer	 (Hlavac,  2015)を，図の作成にはパ

ッケージ ggplot2内の関数 gplotを用いた．  
 
４．結果  
(1)  給与変動の有無について  

表 1 の報酬有無モデルには給与変動の有無および
年収額に関する分析結果を，図 1 には給与変動の有
無に関する望ましさに関する平均値のプロットを示

している．このモデルでは，個人，変動幅および変

動要因をランダム効果として設定している．この結

果から，成果報酬条件よりも一定報酬条件を望まし

く思うこと，400 万条件よりも 600 万条件を望まし
く思うことが明らかとなった．また，この傾向につ

いてはさまざまな社会経済的要因によって差異があ

ることが示されている． 

表 1 給与変動の有無と年収額に関する分析および年収額・分散の大きさと変動要因に関する分析 

 
	 

 (2)  給与変動および変動幅の影響について  
	 続いて，表 1 に変動要因＆変動幅モデルとして
年収額・分散の大きさと変動要因に関する分析を，

図 2 にはその望ましさの平均値をプロットしている．
その結果，年収 300 万円条件に比べて，600 万円条

件を望ましく思うこと，100 万円変動条件に比べて，
200 万円条件を望ましく思わないこと，企業業績連
動型に比べて，個人業績連動型を望ましく思うこと

などが示されている．また，この傾向についてはさ

まざまな社会経済的要因によって差異があることが



	 

	 

示されている． 
(3)  各項目に関する分析結果  
最後に，表 3 には各項目に関する分析結果を示して

いる．300 万円条件においては，日本の平均年収層を
含む 400-599 万円層に比べて，0-199 万円層および
600-1999 万円層は望ましく思わないことを示している．
一方，600 万円条件については 400-599 万円層に比べ
て 0-199 万円層においては一定条件，もしくは企業変
動条件を望ましく思う一方で，個人変動条件について

は差が認められないこと，200-399 万円層を望ましく
思わない傾向が認められた．あわせて，男性に比べて

女性は 300円変動大条件および 600万条件を望ましく
思わないこと，未婚者に比べて既婚者は 300 万一定条
件，300 万変動小条件を望ましく思わないなど，社会
経済的要因による差異があることが示されている． 
図 3 に示された平均値のプロットを見てみると，0-

599 万円層では変動が小さいことを望ましく思う一方
で，600 万円以上の層では変動が大きいことを望まし
く思う傾向にあることが示されている． 
 

望
ま
し
さ

一定報酬 成果報酬

賃金
300万
600万

 

図 1 変動の有無の望ましさに関する平均値 
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図 2 望ましさに関する平均値 
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図 3 所得ごと望ましさに関する平均値 

表 2 各項目ごとの分析 

 



	 

	 

 
４．考察  

本研究をまとめると，以下のようになる． 報酬制
度と所得について，成果報酬条件に比べて一定給与

条件を望ましく思うことが明らかとなった．そして，

年収が低いよりも高いほうが望ましく思うこと，企

業業績要因による給与の変動よりも，個人業績要因

による給与の変動をより望ましく思うこと，変動が

小さいことをより望ましく思うこと，これらの傾向

は社会経済的要因によって異なることが明らかとな

った． 
一定報酬を望ましく思う要因の一つには，フリー

ライドが影響している一方で，ある程度の「保険」

としての役割もあると考えられる．業績によって給

与が変動してしまうのであれば，失敗を恐れて積極

的に挑戦的なプロジェクトに挑むことも難しいのか

もしれない． 
給与の変動要因が企業要因よりも個人要因を望ま

しく思う理由は二つあると考えられる．一つは自己

決定権を発揮したいという自己決定欲求であり，も

う一つは，自信過剰バイアスの影響である．本研究

からは自分自身のことは自分で決めたいという自己

決定欲求であるのか，自信過剰バイアスによるかは

弁別が困難ではあるが，今後は精査して検討する必

要がある．しかしながら，図 3 に示されたように年
収 599 万円以下の層においては個人変動よりも企業
変動を望ましく思う一方で，年収 600 万円以上の層
においては企業変動よりも個人変動の方を望ましく

思う傾向にあることは，自己決定欲求，ないしは自

信過剰バイアスが年収 600 万円以上の層で強い傾向
にあることを示している． 
また，社会経済的要因に着目すると 300 万円条件

の一定条件，企業／個人業績変動・分散大／小の各

条件おいて，年収 400-599 万円世帯に比べて 0-199
万円世帯は望ましく思わない一方で，600 万円条件
においては望ましく思う傾向にあることが明らかと

なった．この結果は，年収 0-199 万円層が稼いでい
ない，もしくは働けていないだけではなく，稼がな

い，働かないという選択をしている可能性がある．

この層にとっては年収 300 万円程度では現在の生活
を変えるインセンティブにはなっていないのだろう． 
一方で，600 万円条件になると逆転する．特に一

定報酬および企業要因による変動を望ましく思うこ

とが示されている．600 万円条件においては年収
400-599 万円世帯に比べて 0-199 万円世帯がその労
働環境を望ましく思う一方で，個人業績連動よりも

企業業績連動の報酬制度を望ましく思うことは，こ

の層がフリーライドを企んでいる可能性を示唆して

いる．この結果は後藤(2015)で指摘された，低所得
層ほど割引率が高い傾向にある結果と整合的な結果

であり積極的に働かせるためには，非常に大きなコ

ストがかかる可能性がある．この層は一部には，い

わゆる働きアリの法則でいう「サボっているアリ」

に当たる人々がこの層には比較的多くいる可能性が

ある． 

また，年収 200-399 万円層は年収 400-599 万円層
とくらべて，いずれの 600 万円条件においても望ま
しく思わないことが示されている．これらの結果は

全ての人にとって給与が高ければ高いほど望ましい

労働環境であるとは限らないことを示唆している． 
今後の課題として，以下の点があげられる．第一

に，本研究においてはあくまでも主観的指標に着目

したものである．そのために，成果報酬条件下や一

定報酬条件下で行われる仕事によるアウトプットの

質や量に着目した研究ではない．この点については

過去にいくつか言及されている．日本に成果報酬が

導入されて一定程度の期間がたった現在，改めて成

果報酬の功罪について顧みる必要があるか．そのた

めに，経済ゲーム実験を用いるのは有用であろう． 
第二に，どのような報酬制度を望ましく思うかは

個々人によって異なるために，それぞれに応じた対

応が必要になる．一方で，望ましさを満足させるこ

とが個々人の成長にとってよいものであるとは限ら

ない．この点についても十分に注意を払って主観的

指標を活用していく必要があるであろう． 
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